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め られ て い くの で あ る。

　まず、ノ ロ ドム 王 の死後 、 ア ン ・ド ゥ オ ン王以 来 の r伝統的な官僚」は徐々 に駆逐 され て い

き、フ ラ ン ス か ら教育 を受けた平民出身の 「新 しい 官僚」が中央政府の 大臣に登用 され る よ

うに な っ て い っ た 。 1905年前後に お ける 閣僚評議会 （内閣）で は 少数の エ リー ト官僚 に よ る

政 治支配体制が完成 しつ つ あ っ たが 、

一方で 、 固定され た身分 制社 会に 変化が現 れ 出 した

の も事実で あ っ た。 1917年に官僚養成専 門機関で ある 「カ ン ボジ ア行政学院」が設立 され る

と、官僚 へ の 道は さ らに平民 身分の 者 に も開かれ る ように な っ て い く。

　次 に 、近代教育制度の 導入 で あるが 、 公教育 は伝統的な寺院教育の 整備 とほ ぼ時期 を同

じくして開始され る。 しか し 、 双方 ともに全国
一
律に導入 されたわ けで はな く、各地 の フ ラ

ン ス 人理事官の 主導 に よ っ て独 自に進め られて い っ た。初等教育が 最初 に試 み られたの は、

1907年に タ イか ら割譲 されたバ ッ タ ン バ ン 州で 、 1908年に 開始 され た 。 後 に 、大衆教育機関

と して 少 しずつ 地方都市 に広め られ て い く。 他方 、 寺院教育 は、1911年の 王令 に よ り「刷新

寺院学校」と して組織化 され るが、最初 に導入 されたの は南部の カ ン ポ ッ ト州で あ っ た 。寺

院学校 も大衆教育機関の
一

翼 を担 うこ とを期待 され るが 、 1910年代 に は あまり普及せ ず 、

本格的 に拡大 ・発展す る の は 1925年以降で あ っ た 。

　この よ うに、カ ン ボ ジア にお ける近代教育制度は 1910年代に導入 ・整備 され た の で ある

が 、 実質的に全国に 普及する の は 1920年代後半か ら1930年代 に か け てであ っ た。 その 意味

で 、 20年代か ら30年代にか けて は 、 カ ン ボジ ア近代教育の 成立期で ある。 また 、 20年以降は

社会経済発展の 時期 だが 、教 育の 機会が徐 々 に拡大する こ とで
、 平民出身の 者が官吏に な

る道 も開か れ 、 遅れ馳せ なが ら民族意識 に 目覚め る クメ
ール 人 も現 れて くる の で ある 。

マ ラ ヤ 共産党と中 国　　　　　　　　　　　　　　　　　　原　不 二 夫

　マ ラヤ共産党は 、1989年末に マ レ
ー

シ ア政府、タ イ政府 との 問で平和協定に調印し 、 事実

上解散 した 。 以後 、 幹部 、 党員の 大部分 は南 タイの 開拓村 （「和平村」）に住み 、

一
部 は中国に

滞在 して い る （これ よ り前、1987年4月28日に タイ政府 と平和協定を結んだ 「マ レ ーシ ア 共

産党」派は 、「友誼村」に住 む）。 党が歴史的使命 を終 えた こ とで 、 従来秘密の 帳 に包 まれ て い

た事柄が 次第に 明らか に され つ つ ある。 とりわ け，結党以 来、幹部は どの よ うな人物だ っ た

か 、 どの よ うな路線闘争が あ っ たか 、 中国 とは どの ような関係 にあっ たか 、 な どが、研究者、

在中の 関係者、マ レ
ー

シ ア の 治安当局者な どに よ っ て 、 詳 し く語 られ る よ うにな っ た。
こ う

した状況を踏 まえて 、 次の よ うな構成で ご報告申し上 げた い
。

1 揺籃期 （1910年代 〜20年代）。

　　　中国の 無政府主義者、国民党左派 。 呉純民 、 彭沢民 、 黄重吉 。

　　　イ ン ドネシ ア 共産党指導者 。

2　南洋共産党 （1928年 1月結成）

　　　国共 分裂 。 海南 島出身の 中共党員 。
マ レ ー人幹部 。

3　マ ラ ヤ共産党 （1930年4月中旬結成）。

　　　結党時の 指導者 。 1930年代 の 指導者 。 歴代 中央書記 。

　　　指導者に と っ ての 中国 。 ライテ クの 登場 と路線対立 。

4 抗 日戦争期 （1942〜45年）の マ 共指導者 。

　　　「南来」者。 抗日戦と抗英戦 。
マ 共に と っ ての 「祖国」。
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5　戦後 ・武装闘争期 （1945年〜）の マ 共指導者。

　　　「祖 国」の 転換過程 と武装闘争 開始 。 二 重国籍 と「
一

つ の 民族」国家 。

　　　帰国華僑の 申の 中国共産党、民主同盟、マ 共 。 中国で の 処遇 。

　　　最高幹部の 中国渡航 （陣平書記長は 1961年）。

　　　国内の 党内抗争 と中国、在 中 マ 共党 員 。

　　　マ レ
ー

人指導者、マ レ
ー

人党員 。

6 　むすび一
マ ラヤ共産党 と中国。

　残念なが ら、南 タイに住む幹部は誰 もまだ まとま っ た回想記の類を公刊 して い ない 。従 っ

て 、上記の 5は ご く大雑把な もの に止 まる 。 路線 、 活動方針 に つ い て も、 目下資料を持 ち合わ

せ な い
。 近い 将来詳細 な記録が 世に 出る こ とを期待 して 、こ こ で は主 に結党以 来の 歴代の

幹部に焦点を当て 、以 て 、もは や歴史上 の 存在 となっ たか に見 える マ ラヤ 共産党研 究へ の

ささや か な一
助 と したい

。

Ngo 　Dinh　Diem 政権期の ベ トナ ム 南部 にお け る 農地改革 に つ い て

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大野　美紀子

　ベ トナム 南部農村の 約半世紀問にお ける ドラス テ ィ ッ ク な変化の
一

つ は 、 農村 にお ける

地主層の 解体で ある。 地主層の 解体は、統
一

前 ベ トナム 共和国期に お ける2度の 農地改革
一

1度 目が 50年代末の Ngo 　Dinh　Diem 　it権下 、 2度目は70年代の Nguyen 　Van 　Thieu政権下
一

に

よ っ て行 われた 。 南北統
一

後の 社会主義政権 に よっ て こ の 2度の 農地改革の結果は そ の ま

ま承認 され た 。 従 っ て、統
一

前の 2度の農地改革が現在の南部農村における土 地所有状況に

大 きな意味 を持っ 。

　Ngo 　Dinh　Diem政権・Nguyen　Van　Thieu政権下の 農地改革に つ い て は 、 と くに ベ トナム 戦

争中に各種 の 報告 ・研究が なされたが具体例 を欠い た の で 、本発表で は ベ トナ ム 共和国公

報 を主資料 に用 い て こ の 点をあ らため て検討す る 。

　Ngo　Dinh　Diem 政権下 に お い て 当初 、 農地改革 を担当 したの は農地改革省で あ っ た 。 農地

改革省 によ る農地改革は 、60年 に農地接収が ピー
ク に達 し、61年に 同省 は農村改善省 へ 他

の 諸省庁 と共 に吸収 され た 。 こ の 時点で 、農地改革は初期の 目的を果た した もの とみ な さ

れ 、 農村発展 プ ロ グ ラ ム 推進が優先された 。

　 Diem 政権期の 農地改革は、南部全域の 全農地面積の 内きわめて小 さい 部分 しか解放 しな

い 、地主 の 権利 を再保証 し農民 に不利益 をもた らす、小作 を限定的に認める 等の埋 由 に よ

りきわめ て不徹底の 改革で あ っ た と評価 され た 。 しか し、 大地主層 を解体 して 100ha規模 に

均
一

化 し、 地政局等を再設立 し検地 ・土 地登記 を正確化 した点で重要で ある 。

　 当時の 共和国領域内で 農地改革の 対象 となっ たの は 、 現行の 南部各省、中で もメ コ ン デ

ル タ 各省が主た る対象で あ っ た 。 メ コ ン デ ル タ各省の接収面積 をみ る と、メ コ ン デル タ 内

に お い て も接収規模が 大 きい の は メ コ ン河以西で ある 。 また、接収規模 を手 がか りに20年

代末 か ら約 30年間 の 大地主層 の 土 地集積状 況を検討す る と、土 地集積か 進 んだの は An

Xuyen、BaXuyen 省で あ り、他の 諸省は 逆に細分化 しつ つ あ っ た と推定 され る。

　個別 の 実例 で は 、Long　An省Khanh　Hau村で は 、 Diem 政権下 の 農地改革に よ り、58年に 同

村の 全農地面積の 約 3割以上が地主か ら接収 され 、 有償分配 され 、 村内の 土 地所有 に お け る

小農化が進ん だ 。 同村で は 、71年の Thieu政権下の 農地改革で もまた、約 1割強の 農地 が 無償
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